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3 過労死等防止対策関係予算の状況

(単位：百万円） 
事          項 令 和 ４ 年 度 

当 初 予 算 
令和５年度
当 初 予 算 

対 前 年 度 
増 減 額 

１ 調査研究等 

(1) 過労死等事案の分析

① 労災事案等行政が保有する情報の調査等 256 276 20 

② 過労死等対策に関する調査研究（*1） 8 8 0 

③ 公務上及び公務外災害についての分析（*2） 1 1 0 

（2）疫学研究等

① 過労死等の予防に係る調査研究【再掲（１）①】 (256) (276) (20) 

（3）過労死等の労働・社会分野の調査・分析

① 企業及び労働者を対象としたアンケート調査及び研究 62 62 0 

② 公立学校教員のメンタルヘルス対策に係る調査研究（*3） 0 67 67 

小    計 327 414 87 

２ 啓発 

（1）国民に向けた周知・啓発の実施

① 過労死等防止啓発月間等周知・啓発 78 77 0 

② 安全衛生優良企業公表制度の実施 0 0 0 

（2）大学・高等学校等における労働条件に関する啓発の実施

① 労働法教育に関する教職員等向けの指導者用資料の作成及び当該資料を活用した
授業の進め方に関する指導者向けのセミナーの実施 61 41 ▲ 20

② 大学生・高校生等を対象に、労働関係法令に係る知識を付与するためのセミナー
及び講師派遣 44 41 ▲ 3

③ 中高生に対する過労死等の労働問題や労働条件の改善等の啓発のための講師派遣 21 23 2

（3） 長時間労働の削減のための周知・啓発の実施

① 長時間労働の是正に向けた法規制の執行強化等の取組 1,342 1,308 ▲ 34

② 労働時間管理適正化指導員の配置 577 594 17

③ 時間外・休日労働協定点検指導員の配置 583 587 4

④ 自動車運転者の労働時間等の改善のための環境整備 5 5 0

（4） 過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施

① 過重労働解消キャンペーンの実施 9 9 0 

② 労働条件相談ポータルサイトの運営 111 130 19 

（5）勤務間インターバル制度の導入促進

① 勤務間インターバル制度を導入した中小企業事業主への助成金の支給等 2,193 6,839 4,646 

② 勤務間インターバル制度導入促進のための広報事業 57 68 12 

（6）「働き方」の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進 

① 労働時間の縮減、年次有給休暇の取得促進その他労働時間等の設定の改善に取り
組んだ中小企業事業主等への助成金の支給等【再掲（５）①】 4,409 (6,839) (2,430) 

② 働き方改革推進支援センターの設置 4,375 3,674 ▲ 701

③ 働き方・休み方改善指標の効果的な活用・普及等 663 597 ▲ 67

④ 年次有給休暇取得促進の気運の醸成を図る取組の推進 171 152 ▲ 18

⑤働き方改革に向けた労働時間等のルールの定着 78 67 ▲ 11

（7） メンタルヘルスケアに関する周知・啓発の実施

① 啓発セミナーの実施 22 22 0 

② 産業保健スタッフ及び管理監督者に対するメンタルヘルス研修の実施【再掲（３
（３）①）】 (156) (156) (0) 

③ ストレスチェック及び面接指導を行う医師、保健師等に対する研修の実施【再掲
（３（２）②）】 (132) (131) (0) 

（8） 職場のハラスメントの予防・解決のための周知・啓発の実施

① 職場のハラスメントに関する予防・解決のための周知・啓発 684 636 ▲ 48

（9） 商慣行等も踏まえた取組の推進

① 業界団体等と連携したIT業界の長時間労働対策の実施 85 0 ▲ 85

② トラック運転者の労働時間改善に向けた荷主等への周知・啓発 209 262 53

③ 医療従事者の確保・定着に向けた勤務環境改善のための取組 887 927 39

④ 医療勤務環境改善好事例普及展開事業 7 0 ▲ 7
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事          項 令 和 ４ 年 度 
当 初 予 算 

令和５年度
当 初 予 算 

対 前 年 度 
増 減 額 

⑤ 病院長等を対象としたマネジメント研修事業、医療のかかり方普及促進 279 249 ▲ 29

⑥ 医療専門職支援人材確保支援事業 10 10 0

⑦ 勤務医等を対象とした働き方改革周知・啓発事業 10 10 0

⑧ 長時間労働医師への面接指導の実施に係る研修事業 10 10 10

（10） 若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進

① メンタルヘルス・ポータルサイトの充実及び過重労働等による健康障害に関する
メール相談・電話相談・SNS相談の実施【再掲３（１）③】 (232) (286) (55) 

② 治療と職業生活の両立支援に係る疾患別サポートマニュアル・企業連携マニュア
ル作成 15 13 ▲ 1

③ 中小企業事業者を対象に、高年齢労働者に配慮した施設・設備等の改善、健康確
保のための取組等に要した費用の一部補助 624 642 18

（11） 公務員に対する周知・啓発等の実施

① 勤務時間・休暇制度の運営（*2） 1 3 2 

② 心の健康づくりに係る意識啓発、相談体制の運営等（*2） 3 1 ▲ 1

③ 幹部・管理職員ハラスメント防止研修、ハラスメント防止対策担当者実務研修（*2） 0 7 7

④ 国家公務員の働き方改革や管理職の意識の改革のための研修の実施（*4） 30 42 12

⑤ 管理監督者のためのメンタルヘルスセミナー（*4） 2 2 0

⑥ e-ラーニング教材を用いたメンタルヘルス講習、ハラスメント防止講習（*4） 7 5 ▲ 2

⑦ 教育委員会における学校の働き方改革推進のための取組状況の調査分析、都道府
県・市町村別公表等や、全国から集めた優良事例を全国に発信（*3） 28 82 54

⑧ ダイバーシティ・働き方改革推進協議会の実施、取組事例集の作成・配布（*1） 2 2 0

小    計 17,692 17,141 ▲ 551

３ 相談体制の整備等 

（1） 労働条件や健康管理に関する相談窓口の設置

① 小規模事業場等における産業保健活動への支援事業 4,107 3,865 ▲ 242

②「労働条件相談ほっとライン」の設置 323 300 ▲ 23

③ メンタルヘルス・ポータルサイトの充実及び過重労働等による健康障害に関する
メール相談・電話相談・SNS相談の実施 232 286 54

（2） 産業医等相談に応じる者に対する研修の実施

① 過労死等防止対策に係る産業医等人材育成事業の実施 238 228 ▲ 10

② ストレスチェック及び面接指導を行う医師、保健師等に対する研修の実施 132 131 0

（3） 労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施

① 産業保健スタッフ及び管理監督者に対してメンタルヘルス研修の実施 156 156 0 

（4） 公務員に対する相談体制の整備等

① 専門医等が相談に応じる「こころの健康相談室」及び「こころの健康にかかる職
場復帰相談室」の開設（*2） 8 8 0 

②「カウンセラー・相談員のための講習会」の実施（*4） 1 1 0 

小    計 5,196 4,976 ▲ 221

４ 民間団体の活動に対する支援 

（1） 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催

① 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催 98 98 0 

（2） シンポジウム以外の活動に対する支援

① 過労死遺児等を対象とした交流会の開催 14 14 0 

小    計 112 112 0 

５ その他 

（1） 過労死等防止対策推進協議会の開催等 6 6 0 

小    計 6 6 0 

合    計 23,332 22,648 ▲ 684

（注 1）各事項の予算額はそれぞれ四捨五入しているので、合計や差額と一致しない箇所がある。 
（注 2）「0」の表記は、金額が 50万円未満のものである。
（注 3）【再掲】とした事項の( )内の予算額等については、小計及び合計のいずれにも算入していない。 
（注 4）事項名に付した（*）について、（*1）は総務省所管、（*2）は人事院所管、（*3）は文部科学省所管、（*4）は内閣官房内閣

人事局所管で、（*）を付していない事項は厚生労働省所管のものである。 
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3 過労死等防止対策関係予算の状況

(単位：百万円） 
事          項 令 和 ４ 年 度 

当 初 予 算 
令和５年度
当 初 予 算 

対 前 年 度 
増 減 額 

１ 調査研究等 

(1) 過労死等事案の分析

① 労災事案等行政が保有する情報の調査等 256 276 20 

② 過労死等対策に関する調査研究（*1） 8 8 0 

③ 公務上及び公務外災害についての分析（*2） 1 1 0 

（2）疫学研究等

① 過労死等の予防に係る調査研究【再掲（１）①】 (256) (276) (20) 

（3）過労死等の労働・社会分野の調査・分析

① 企業及び労働者を対象としたアンケート調査及び研究 62 62 0 

② 公立学校教員のメンタルヘルス対策に係る調査研究（*3） 0 67 67 

小    計 327 414 87 

２ 啓発 

（1）国民に向けた周知・啓発の実施

① 過労死等防止啓発月間等周知・啓発 78 77 0 

② 安全衛生優良企業公表制度の実施 0 0 0 

（2）大学・高等学校等における労働条件に関する啓発の実施

① 労働法教育に関する教職員等向けの指導者用資料の作成及び当該資料を活用した
授業の進め方に関する指導者向けのセミナーの実施 61 41 ▲ 20

② 大学生・高校生等を対象に、労働関係法令に係る知識を付与するためのセミナー
及び講師派遣 44 41 ▲ 3

③ 中高生に対する過労死等の労働問題や労働条件の改善等の啓発のための講師派遣 21 23 2

（3） 長時間労働の削減のための周知・啓発の実施

① 長時間労働の是正に向けた法規制の執行強化等の取組 1,342 1,308 ▲ 34

② 労働時間管理適正化指導員の配置 577 594 17

③ 時間外・休日労働協定点検指導員の配置 583 587 4

④ 自動車運転者の労働時間等の改善のための環境整備 5 5 0

（4） 過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施

① 過重労働解消キャンペーンの実施 9 9 0 

② 労働条件相談ポータルサイトの運営 111 130 19 

（5）勤務間インターバル制度の導入促進

① 勤務間インターバル制度を導入した中小企業事業主への助成金の支給等 2,193 6,839 4,646 

② 勤務間インターバル制度導入促進のための広報事業 57 68 12 

（6）「働き方」の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進 

① 労働時間の縮減、年次有給休暇の取得促進その他労働時間等の設定の改善に取り
組んだ中小企業事業主等への助成金の支給等【再掲（５）①】 4,409 (6,839) (2,430) 

② 働き方改革推進支援センターの設置 4,375 3,674 ▲ 701

③ 働き方・休み方改善指標の効果的な活用・普及等 663 597 ▲ 67

④ 年次有給休暇取得促進の気運の醸成を図る取組の推進 171 152 ▲ 18

⑤働き方改革に向けた労働時間等のルールの定着 78 67 ▲ 11

（7） メンタルヘルスケアに関する周知・啓発の実施

① 啓発セミナーの実施 22 22 0 

② 産業保健スタッフ及び管理監督者に対するメンタルヘルス研修の実施【再掲（３
（３）①）】 (156) (156) (0) 

③ ストレスチェック及び面接指導を行う医師、保健師等に対する研修の実施【再掲
（３（２）②）】 (132) (131) (0) 

（8） 職場のハラスメントの予防・解決のための周知・啓発の実施

① 職場のハラスメントに関する予防・解決のための周知・啓発 684 636 ▲ 48

（9） 商慣行等も踏まえた取組の推進

① 業界団体等と連携したIT業界の長時間労働対策の実施 85 0 ▲ 85

② トラック運転者の労働時間改善に向けた荷主等への周知・啓発 209 262 53

③ 医療従事者の確保・定着に向けた勤務環境改善のための取組 887 927 39

④ 医療勤務環境改善好事例普及展開事業 7 0 ▲ 7
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事          項 令 和 ４ 年 度 
当 初 予 算 

令和５年度
当 初 予 算 

対 前 年 度 
増 減 額 

⑤ 病院長等を対象としたマネジメント研修事業、医療のかかり方普及促進 279 249 ▲ 29

⑥ 医療専門職支援人材確保支援事業 10 10 0

⑦ 勤務医等を対象とした働き方改革周知・啓発事業 10 10 0

⑧ 長時間労働医師への面接指導の実施に係る研修事業 10 10 10

（10） 若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進

① メンタルヘルス・ポータルサイトの充実及び過重労働等による健康障害に関する
メール相談・電話相談・SNS相談の実施【再掲３（１）③】 (232) (286) (55) 

② 治療と職業生活の両立支援に係る疾患別サポートマニュアル・企業連携マニュア
ル作成 15 13 ▲ 1

③ 中小企業事業者を対象に、高年齢労働者に配慮した施設・設備等の改善、健康確
保のための取組等に要した費用の一部補助 624 642 18

（11） 公務員に対する周知・啓発等の実施

① 勤務時間・休暇制度の運営（*2） 1 3 2 

② 心の健康づくりに係る意識啓発、相談体制の運営等（*2） 3 1 ▲ 1

③ 幹部・管理職員ハラスメント防止研修、ハラスメント防止対策担当者実務研修（*2） 0 7 7

④ 国家公務員の働き方改革や管理職の意識の改革のための研修の実施（*4） 30 42 12

⑤ 管理監督者のためのメンタルヘルスセミナー（*4） 2 2 0

⑥ e-ラーニング教材を用いたメンタルヘルス講習、ハラスメント防止講習（*4） 7 5 ▲ 2

⑦ 教育委員会における学校の働き方改革推進のための取組状況の調査分析、都道府
県・市町村別公表等や、全国から集めた優良事例を全国に発信（*3） 28 82 54

⑧ ダイバーシティ・働き方改革推進協議会の実施、取組事例集の作成・配布（*1） 2 2 0

小    計 17,692 17,141 ▲ 551

３ 相談体制の整備等 

（1） 労働条件や健康管理に関する相談窓口の設置

① 小規模事業場等における産業保健活動への支援事業 4,107 3,865 ▲ 242

②「労働条件相談ほっとライン」の設置 323 300 ▲ 23

③ メンタルヘルス・ポータルサイトの充実及び過重労働等による健康障害に関する
メール相談・電話相談・SNS相談の実施 232 286 54

（2） 産業医等相談に応じる者に対する研修の実施

① 過労死等防止対策に係る産業医等人材育成事業の実施 238 228 ▲ 10

② ストレスチェック及び面接指導を行う医師、保健師等に対する研修の実施 132 131 0

（3） 労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施

① 産業保健スタッフ及び管理監督者に対してメンタルヘルス研修の実施 156 156 0 

（4） 公務員に対する相談体制の整備等

① 専門医等が相談に応じる「こころの健康相談室」及び「こころの健康にかかる職
場復帰相談室」の開設（*2） 8 8 0 

②「カウンセラー・相談員のための講習会」の実施（*4） 1 1 0 

小    計 5,196 4,976 ▲ 221

４ 民間団体の活動に対する支援 

（1） 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催

① 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催 98 98 0 

（2） シンポジウム以外の活動に対する支援

① 過労死遺児等を対象とした交流会の開催 14 14 0 

小    計 112 112 0 

５ その他 

（1） 過労死等防止対策推進協議会の開催等 6 6 0 

小    計 6 6 0 

合    計 23,332 22,648 ▲ 684

（注 1）各事項の予算額はそれぞれ四捨五入しているので、合計や差額と一致しない箇所がある。 
（注 2）「0」の表記は、金額が 50万円未満のものである。
（注 3）【再掲】とした事項の( )内の予算額等については、小計及び合計のいずれにも算入していない。 
（注 4）事項名に付した（*）について、（*1）は総務省所管、（*2）は人事院所管、（*3）は文部科学省所管、（*4）は内閣官房内閣

人事局所管で、（*）を付していない事項は厚生労働省所管のものである。 
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